
はしがき

本報告書は、平成15年度に外務省より当研究所に委託された紛争予防研究の研究成果を取

りまとめたものです。

現在、国際社会ではさまざまなアクターにより紛争予防また紛争後の平和構築のため支援が実

施されています。そして近年では日本国内においても、紛争予防や平和構築支援への理解が一

層深まっています。いまや紛争予防や平和構築の理念は、一定の普及をみたといえます。

紛争予防や平和構築支援の重要性が日本国内外で強く認識される一方で、世界各地では、分

離独立を求める動きや国内統治体制を巡る対立が頻発しています。このような対立が武力紛争

へと発展することを防止し、また紛争後の和解と復興を具体的に支援することは、国際社会の大

きな課題といえます。そこで本研究会では、民族がいかにして集団的アイデンティティを高め、他

集団との対立を深めて行くのか、対立がいかにして暴力を伴う紛争へとエスカレートするのか、

紛争後の和解のための条件とはなにかといった視点から、さまざまな地域紛争とその後の平和

構築過程を再検討いたしました。

今研究会では、アジア地域、アフリカ地域、ヨーロッパ地域の紛争予防・平和構築支援の専門

家の協力を得ることができました。本報告書収録の論考で示される見解はいずれも個人のもの

であり、当研究所の意見を必ずしも代表するものではありませんが、本報告書が紛争予防をめぐ

る問題に理解を深め、今後の展望を考察する際の一助となることを期待します。

最後に本研究に終始積極的に取り組まれ、報告書の作成にご尽力いただきました委員および

オブザーバー参加者、ならびに研究会の実施運営にあたってご協力を頂きました外務省総合外

交政策局他、関係各位に対し、改めて深甚なる謝意を表します。
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